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事業内容

１　出資等の状況（H24.4.1現在） （単位：千円,位）

23,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

23,000 100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H24.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

県所管課 県土整備政策課

千葉県

資本金（又は出捐金）

一般財団法人千葉県まちづくり公社

理事長　松 原 延 治

043-227-4132

昭和44年9月1日

http://www.cue-net.or.jp

千葉市中央区中央４－１３－２８

・公益目的支出計画の実施事業
　緑化推進事業
・その他の事業
　不動産販売貸付事業
　駐車場等施設管理事業
　公園等管理運営事業
　まちづくり関連受託事業
　廃棄物処理事業

団体名

出資（出捐）者

公社等外郭団体に関する情報公開

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

043-223-3163

主な者



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２１年度 ２２年度 ２３年度

総資産 23,142,601 19,960,366 18,071,197

負　債 16,098,398 13,007,876 11,092,837

(うち有利子負債） 6,224,804 4,631,119 3,776,934

純資産 7,044,203 6,952,490 6,978,360

累 積 損 益（利益剰余金） 7,021,203 6,929,490 6,955,360

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 ２１年度 ２２年度 ２３年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 4,616,949 4,152,524 4,007,918

経 常 損 益 370,724 38,409 338,648

当 期 損 益 174,418 △91,713 25,870

減価償却前当期損益　　　　 604,090 326,953 416,127

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２１年度 ２２年度 ２３年度

借 入 金 残 高　　　　　     6,231,518 4,631,119 3,776,934

うち県からの借入金残高 406,714 400,000 400,000

うち県以外からの借入金残高 5,824,804 4,231,119 3,776,934

5,043,273 4,202,273 3,361,273

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、
次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２１年度 ２２年度 ２３年度

委託料   　　
指定管理事業
用地管理事業等

1,165,803 1,060,500 1,108,000

補助金･交付金・
負担金

合　　　計 1,165,803 1,060,500 1,108,000

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２１年度 ２２年度 ２３年度

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 0 0 0

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２１年度 ２２年度 ２３年度

委託料のうち再委
託したもの

指定管理事業
都市計画・区画整理事業

132,733 108,382 124,313

再委託のうち入札
によるもの

指定管理事業
都市計画・区画整理事業

27,916 29,105 41,982

再委託のうち随意
契約によるもの

指定管理事業
都市計画・区画整理事業

104,817 79,277 82,331



６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

２２年度 ２３年度 ２４年度

常勤役員数   4 4 5

うち県退職者 2 3 3

うち県派遣職員 1

常勤職員数  96 95 92

うち県退職者

うち県派遣職員

（２）役職員の平均年収等の状況

２２年度 ２３年度 ２４年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 4人（　3人） 4人（　3人） 4.6人（　3人）

役員平均年齢 59　歳 61　歳 61　歳

平均年収(千円） 8,666 千円 8,583 千円 8,630 千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 96人（　0人） 94.5人（ 0人） 92人（ 0人）

職員平均年齢 45　歳 47　歳 48　歳

平均年収(千円） 6,720 千円 7,000 千円 6,757 千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

項　　　目

項　　　目

　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人
※平成２４年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況

改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項
等）

＊平成24年3月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。

民営化

・将来における出捐金相当額の寄附について検討する。
・公益目的支出計画の実施期間を短縮するための具体的方策について検討する。
・成田新産業パークについて、積極的な企業誘致活動により早期処分を目指す。

・公益目的支出計画期間短縮策等の検討のため、総務部長を部会長とする「公益
目的支出計画変更検討部会」を設置し検討作業を実施
・成田新産業パークについて、積極的な誘致活動を実施
（平成24年9月をもって全区画完売）


